
JP 2012-198423 A 2012.10.18

10

(57)【要約】
【課題】凸状の光学単位を備えていても、復元性及び耐
傷付き性に優れ、且つ、製造過程及び輸送時において保
護シートを用いなくても良い光学シート並びに当該光学
シートを備える面光源装置及び画像表示装置を提供する
。
【解決手段】透明基材の一面側に、稜線を有する凸状の
光学単位を複数配列した光学機能発現部を設けた光学シ
ートであって、前記光学機能発現部が、アクリル樹脂及
び／又はメタクリル樹脂を含む活性エネルギー線硬化性
樹脂組成物の硬化物からなり、前記光学単位の頂部にお
ける、特定の押し込み荷重で測定される押し込み深さが
特定の値以上であり、前記光学単位の稜線と光学シート
の端縁のなす鋭角をバイアス角と定義するとき、各端縁
のバイアス角のうち最も角度が小さいものの角度θが、
２°≦θ≦４５°であることを特徴とする光学シート。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　透明基材の一面側に、稜線を有する凸状の光学単位を複数配列した光学機能発現部を設
けた光学シートであって、
　前記光学機能発現部が、アクリル樹脂及び／又はメタクリル樹脂を含む活性エネルギー
線硬化性樹脂組成物の硬化物からなり、
　前記光学単位の頂部における、ＩＳＯ１４５７７－１に準拠して押し込み荷重０．５ｍ
Ｎで測定される押し込み深さが、０．６μｍ以上であり、
　前記光学単位の稜線と光学シートの端縁のなす鋭角をバイアス角と定義するとき、各端
縁のバイアス角のうち最も角度が小さいものの角度θが、２°≦θ≦４５°であることを
特徴とする光学シート。
【請求項２】
　透明基材の一面側に、稜線を有する凸状の光学単位を複数配列した光学機能発現部を設
けた光学シートであって、
　前記光学機能発現部が、アクリル樹脂及び／又はメタクリル樹脂を含む活性エネルギー
線硬化性樹脂組成物の硬化物からなり、
　前記光学単位の頂部における、ＩＳＯ１４５７７－１に準拠して押し込み荷重３００ｍ
Ｎで測定される押し込み深さが、１５μｍ以上であり、
　前記光学単位の稜線と光学シートの端縁のなす鋭角をバイアス角と定義するとき、各端
縁のバイアス角のうち最も角度が小さいものの角度θが、２°≦θ≦４５°であることを
特徴とする光学シート。
【請求項３】
　前記活性エネルギー線硬化性樹脂組成物が、（Ａ）活性エネルギー線硬化性基を１個有
するアクリル樹脂及び／又はメタクリル樹脂、及び／又は（Ｂ）活性エネルギー線硬化性
基を２個有するアクリル樹脂及び／又はメタクリル樹脂、（Ｃ）ポリエーテル変性ジメチ
ルポリシロキサン及び（Ｄ）下記一般式（１）で表わされる化合物を含み、かつ、当該（
Ａ）及び（Ｂ）の合計質量が当該活性エネルギー線硬化性樹脂組成物の全固形分質量に対
して５０質量％以上であることを特徴とする、請求項１又は２に記載の光学シート。

【化１】

【請求項４】
　面光源の光放出面側に前記請求項１乃至３のいずれか１項に記載の光学シートを備える
ことを特徴とする、面光源装置。
【請求項５】
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　画像表示装置本体の背面側に、前記請求項４に記載の面光源装置を配置した、画像表示
装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、バイアス角を有する光学シート、並びに当該光学シートを備える面光源装置
及び画像表示装置に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　液晶表示装置等のディスプレイにおいては、光を屈折、回折、干渉又は分散等させるこ
とにより、集光、収束、拡散、偏向光又は反射等させる機能を有する光学シートが用いら
れている。このような光学シートとしては、例えば、液晶表示装置等のバックライト（面
光源装置）に用いられるプリズムシート、立体写真や投影スクリーン等に用いられるレン
チキュラーレンズシート等を挙げることができる。
　上記光学シートは、通常、基材と、当該基材上に、所定の屈折率を備えた単位プリズム
又は単位レンズ等の凸状の光学単位を複数配列した凹凸形状の光学機能発現部を有し、光
学シートの大面積原反から矩形に切り抜かれて製造される。
【０００３】
　従来、光学シートの表面に凸状の光学単位を有する場合、製造過程や輸送時に光学シー
トを積み重ねたり巻き取ったりする際や、製造過程等で光学シートに熱や圧力が加わるこ
とにより、光学単位の頂部付近が傷付いたり、破損したり、光学単位の頂部が潰れてしま
うといういわゆる「山潰れ」が生じるという問題があった。また、こうした光学単位の頂
部の傷、破損、山潰れ等の問題は、当該光学シートを備えた表示装置の表示面に白点（白
模様）等の表示ムラを生じさせて表示性能を低下させる一因となる。そのため、破損や山
潰れ等が生じやすい従来の光学シートでは、光学機能発現部の表面に保護シートを貼着し
ていた（特許文献１）。しかし、作業工程の簡易化やコストを下げるためには、保護シー
トが不要な光学シートであることが望ましい。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】特開２０１０－７７１６８号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　本発明は上記問題点を解決するためになされたものであり、凸状の光学単位を備えてい
ても、復元性及び耐傷付き性に優れ、且つ、製造過程及び輸送時において保護シートを用
いなくても良い光学シート並びに当該光学シートを備える面光源装置及び画像表示装置を
提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　本発明者が鋭意検討した結果、光学シートの光学単位頂部の特定の押し込み荷重におけ
る特定の押し込み深さを特定の値以上とし、且つ、光学シートの端縁と光学単位の稜線の
なすバイアス角の角度を特定の範囲内とすることにより、上記問題を解決できることを見
出し、本発明を完成させるに至った。
【０００７】
　すなわち、本発明に係る第一の態様の光学シートは、透明基材の一面側に、稜線を有す
る凸状の光学単位を複数配列した光学機能発現部を設けた光学シートであって、
　前記光学機能発現部が、アクリル樹脂及び／又はメタクリル樹脂を含む活性エネルギー
線硬化性樹脂組成物の硬化物からなり、
　前記光学単位の頂部における、ＩＳＯ１４５７７－１に準拠して押し込み荷重０．５ｍ
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Ｎで測定される押し込み深さが、０．６μｍ以上であり、
　前記光学単位の稜線と光学シートの端縁のなす鋭角をバイアス角と定義するとき、各端
縁のバイアス角のうち最も角度が小さいものの角度θが、２°≦θ≦４５°であることを
特徴とする。
【０００８】
　また、本発明に係る第二の態様の光学シートは、透明基材の一面側に、稜線を有する凸
状の光学単位を複数配列した光学機能発現部を設けた光学シートであって、
　前記光学機能発現部が、アクリル樹脂及び／又はメタクリル樹脂を含む活性エネルギー
線硬化性樹脂組成物の硬化物からなり、
　前記光学単位の頂部における、ＩＳＯ１４５７７－１に準拠して押し込み荷重３００ｍ
Ｎで測定される押し込み深さが、１５μｍ以上であり、
　前記光学単位の稜線と光学シートの端縁のなす鋭角をバイアス角と定義するとき、各端
縁のバイアス角のうち最も角度が小さいものの角度θが、２°≦θ≦４５°であることを
特徴とする。
【０００９】
　本発明に係る光学シートは、前記活性エネルギー線硬化性樹脂組成物が、（Ａ）活性エ
ネルギー線硬化性基を１個有するアクリル樹脂及び／又はメタクリル樹脂、及び／又は（
Ｂ）活性エネルギー線硬化性基を２個有するアクリル樹脂及び／又はメタクリル樹脂、（
Ｃ）ポリエーテル変性ジメチルポリシロキサン及び（Ｄ）下記一般式（１）で表わされる
化合物を含み、かつ、当該（Ａ）及び（Ｂ）の合計質量が当該活性エネルギー線硬化性樹
脂組成物の全固形分質量に対して５０質量％以上であることが好ましい。
【００１０】
【化１】

【００１１】
　本発明に係る面光源装置は、面光源の光放出面側に前記本発明に係る光学シートを備え
ることを特徴とする。
【００１２】
　本発明に係る画像表示装置は、画像表示装置本体の背面側に、前記本発明に係る面光源
装置を配置したものであることを特徴とする。
【発明の効果】
【００１３】
　本発明に係る光学シートは、凸状の光学単位を備えていても、復元性及び耐傷付き性に
優れ、且つ、製造過程及び輸送時において保護シートを用いなくても良い。
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【図面の簡単な説明】
【００１４】
【図１】本発明に係る光学シートの一例を示した模式的な平面図及び正面図である。
【図２】光学シートの大面積原反から本発明に係る光学シートを切り抜く際の切断方向の
一例を示した模式的な正面図である。
【図３】本発明に係る面光源装置の一例を示した模式的な断面図である。
【図４】本発明に係る画像表示装置の一例を示した模式的な断面図である。
【図５】本発明における復元性及び耐傷付き性の評価方法を模式的に示した概略図である
。
【発明を実施するための形態】
【００１５】
　以下に、本発明の実施の形態について詳細に説明するが、本発明は以下の実施の形態に
限定されるものではなく、その趣旨の範囲内で種々変形して実施することができる。
【００１６】
　本発明において、（メタ）アクリル樹脂は、アクリル樹脂及び／又はメタクリル樹脂を
表し、（メタ）アクリレートは、アクリレート及び／又はメタクリレートを表す。
　本発明において樹脂とは、モノマーやオリゴマーの他、ポリマーを含む概念である。
　なお、フィルムとシートのＪＩＳ－Ｋ６９００での定義では、シートとは薄く一般にそ
の厚さが長さと幅のわりには小さい平らな製品をいい、フィルムとは長さ及び幅に比べて
厚さが極めて小さく、最大厚さが任意に限定されている薄い平らな製品で、通例、ロール
の形で供給されるものをいう。したがって、シートの中でも厚さの特に薄いものがフィル
ムであるといえるが、シートとフィルムの境界は定かではなく、明確に区別しにくいので
、本発明では、厚みの厚いもの及び薄いものの両方の意味を含めて、「シート」と定義す
る。
　本発明において、分子量とは、分子量分布を有する場合には、ＴＨＦ溶剤におけるゲル
浸透クロマトグラフィー（ＧＰＣ）により測定したポリスチレン換算値である重量平均分
子量を意味し、分子量分布を有しない場合には、化合物そのものの分子量を意味する。
【００１７】
　（光学シート）
　本発明に係る第一の態様の光学シートは、透明基材の一面側に、稜線を有する凸状の光
学単位を複数配列した光学機能発現部を設けた光学シートであって、前記光学機能発現部
が、アクリル樹脂及び／又はメタクリル樹脂を含む活性エネルギー線硬化性樹脂組成物の
硬化物からなり、前記光学単位の頂部における、ＩＳＯ１４５７７－１に準拠して押し込
み荷重０．５ｍＮで測定される押し込み深さが、０．６μｍ以上であり、前記光学単位の
稜線と光学シートの端縁のなす鋭角をバイアス角と定義するとき、各端縁のバイアス角の
うち最も角度が小さいものの角度θが、２°≦θ≦４５°であることを特徴とする。
【００１８】
　本発明に係る第二の態様の光学シートは、透明基材の一面側に、稜線を有する凸状の光
学単位を複数配列した光学機能発現部を設けた光学シートであって、前記光学機能発現部
が、アクリル樹脂及び／又はメタクリル樹脂を含む活性エネルギー線硬化性樹脂組成物の
硬化物からなり、前記光学単位の頂部における、ＩＳＯ１４５７７－１に準拠して押し込
み荷重３００ｍＮで測定される押し込み深さが、１５μｍ以上であり、前記光学単位の稜
線と光学シートの端縁のなす鋭角をバイアス角と定義するとき、各端縁のバイアス角のう
ち最も角度が小さいものの角度θが、２°≦θ≦４５°であることを特徴とする。
【００１９】
　本発明において「バイアス角」とは、「光学単位の稜線と光学シートの端縁のなす鋭角
」であり、すなわち、光学単位の稜線が光学シートの端縁に突き当たり停止している場合
において、光学単位の稜線の延びる方向に延長させた直線と、光学シートの端縁の延びる
方向に延長した直線が交差したときに、交点の回りに鋭角（角度９０°未満の角）と鈍角
（角度９０°超の角）が生じるが、このうちの鋭角のことを意味する。本発明の光学シー
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トは、光学シートの大面積原反から切り抜かれて得られたものであるから、切り抜くとき
の切断方向は、切り抜かれた後の端縁の延びる方向と同じである。従って、本発明におい
て「バイアス角」は、「光学単位の稜線と光学シートの切断方向のなす鋭角」と定義する
こともできる。
　また、本発明の光学シートは、各端縁のバイアス角のうち最も小さい角度を有するバイ
アス角の角度θを、２°≦θ≦４５°とする。従って、本発明の光学シートを大面積原反
から所定形状に切り抜くときには、光学単位の稜線との関係で各切断方向に生じるバイア
ス角のうち、最も小さい角度を有するバイアス角の角度θが、２°≦θ≦４５°となるよ
うに、原反上に存在する光学単位の稜線方向と切断方向の角度を調整する。
　尚、本発明の光学シートは、通常、光学単位はその稜線が略平行となるように配列され
ている。本発明において略平行とは、真に平行な状態から±１°未満、特に±０．５°未
満の範囲内のことである。
【００２０】
　従来、光学シートの表面に凸状の光学単位を有する場合、当該光学シートの輸送時、作
業工程時に、積み重ねたり、巻き取ったりすると、凸状光学単位の頂上付近が傷付いたり
、破損したり、山潰れしたりするという問題があった。そのため、光学シートの光学機能
発現部の表面に保護シートを貼っていた。しかし、作業工程の簡易化やコストを下げるた
めには、保護シートが不要な光学シートであることが望ましい。
　本発明者は、光学機能発現部において、特定の押し込み荷重時の押し込み深さ（微小硬
さ）を特定の値以上とすることで、復元性と耐傷付き性に優れ、当該光学機能発現部の表
面を保護シートで被覆しなくても、凸状の光学単位の頂上付近の傷付き、破損、山潰れの
発生がない光学シートが得られることを発見した。
　しかし、このような光学シートは、保護シートで被覆しない状態で大面積原反から切り
抜き加工をすると、切断部である端縁にバリ、ヒゲが生じるという問題が新たに発生した
。バリ（切断面から飛び出た残部）は、切断具の刃との接触部が変形した状態で切断され
、切断後に復元すると生じる。ヒゲは、刃との接触部で切断が不完全な部分が、刃で引き
伸ばされ、弾性応力の限界を超えて伸びきってしまうことで生じる。光学単位頂部の微小
硬さを特定の値以上とすると、光学単位の柔軟性が高くなるため、保護シートを貼着して
いないと、切り抜き加工時に切断具の刃がすべりやズレを生じやすく、切断される凸状光
学単位の斜面（以下、単に「斜面」と称する場合がある。）が、刃との接触部で変形した
り、切断が不完全な部分が生じたりしやすくなるため、バリ、ヒゲが生じやすいと考えら
れる。バリ、ヒゲは、光学機能発現部の微小硬さを特定の値以上とした場合であっても、
その上を保護シートで被覆すれば生じないが、それでは保護シートを用いなければならな
い。つまり、このような光学シートは、傷付き、破損、山潰れ等を防止する観点では保護
シートが不要であるが、端縁にバリやヒゲ等の無いものとするためには依然として保護シ
ートが必要であった。
　一方、本発明に係る光学シートは、保護シートを用いなくても良いことを目的としてお
り、製造過程及び輸送時において保護シートを用いなくても、凸状の光学単位が復元性及
び耐傷付き性に優れるだけでなく、端縁にバリ、ヒゲが生じにくい光学シートである。本
発明の光学シートが端縁にバリ、ヒゲを生じにくいのは、大面積原反からの切り抜き加工
時において、光学単位の稜線と切断方向が前記範囲内のバイアス角を有するようにするこ
とで、刃と斜面との接触点が点接触となり、刃全体と斜面とが同時に接触せず、漸次切断
されるので、斜面と刃の間にすべりやズレが生じにくくなり、刃との接触部における変形
や、不完全な切断が起こりにくくなるからであると考えられる。
　また、本発明に係る光学シートは、端縁にバリやヒゲが生じにくいため、製造工程にお
ける歩留まりが向上する。
　尚、本発明において保護シートとは、傷付き防止用の保護シート等、表面に貼着して光
学シートを保護するために一般的に用いられるものを意味する。
【００２１】
　以下、本発明に係る光学シートについて図面を用いて詳細に説明する。なお、図１以下
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の図面では、説明の便宜上、縦横の寸法比及び各層間の寸法比は適宜、実寸とは変えて誇
張して図示してある。
　図１は、本発明に係る光学シートの一例を示した模式的な平面図及び正面図である。
　図１に示す光学シート１０は、透明基材１１上に、光学機能発現部１２を備えている。
光学機能発現部１２には、凸状の光学単位１３が稜線１３Ｌを有するように複数配列して
いる。光学単位１３は頂部１４と斜面１５を有し、頂部１４の稜線１３Ｌを点線で示す。
光学単位１３の稜線１３Ｌと光学シートの各端縁１６ａ、１６ｂ、１６ｃ、１６ｄのなす
鋭角（バイアス角）を斜線部で示し、各端縁のバイアス角のうち最も角度が小さいものの
角度をθとする。
【００２２】
　以下、本発明に係る光学シートの構成要素である透明基材、光学機能発現部、及び必要
に応じて適宜設けることができる光拡散層について説明する。
【００２３】
　（透明基材）
　本発明の光学シートは、通常、透明基材の上に光学機能発現部の層を設ける。透明基材
は、特に限定されず、従来公知の光学シートに用いられている透明基材を用いることがで
きる。透明基材は、例えば、特開２００９－３７２０４号公報に記載のものを用いること
ができる。
　透明基材は、所望の透明性、機械的強度等の要求特性を勘案の上、材料及び厚さを適宜
選択すればよい。
　透明基材は、通常、樹脂基材とする。透明基材の樹脂材料としては、ポリエチレンテレ
フタレート、ポリエチレンナフタレート等のポリエステル樹脂、ポリメチル（メタ）アク
リレート等の（メタ）アクリル樹脂、ポリカーボネート樹脂、塩化ビニル樹脂、ポリメタ
クリルイミド樹脂、ポリエステル樹脂、シクロオレフィンポリマー（ＣＯＰ）樹脂及びシ
クロオレフィンコポリマー（ＣＯＣ）樹脂等が好ましい。
【００２４】
　透明基材の厚さは、通常は５０～５００μｍが好ましいが、これに限定されない。
　透明基材の光透過率としては、ディスプレイ装置の前面設置用としては、１００％が理
想であり、透過率８５％以上であることが好ましい。
　透明基材は、必要に応じて、その表面に従来公知のマット処理（光拡散性の微小凹凸の
形成）、帯電防止処理又は反射防止処理等が施されたものであっても良い。また、透明樹
脂と基材の間にマット処理、帯電防止処理又は反射防止処理等が施されたものであっても
良いし、これらを自由に組合せて用いても良い。
【００２５】
　（光学機能発現部）
　光学機能発現部は、（メタ）アクリル樹脂を含む活性エネルギー線硬化性樹脂組成物の
硬化物からなり、複数の光学単位を備える凹凸形状を有する。当該光学機能発現部は、通
常、透明基材の上に形成されるが、透明基材と光学機能発現部とが一体成形されていても
良い。この場合、特に限定されないが、後述する活性エネルギー線硬化性樹脂組成物を用
いて、透明基材上に光学機能発現部を積層成形することが好ましい。
【００２６】
　本発明に係る第一の態様の光学シートでは、当該光学単位の頂部における、ＩＳＯ１４
５７７－１に準拠して押し込み荷重０．５ｍＮで測定される押し込み深さが、０．６μｍ
以上である。
　本発明に係る第二の態様の光学シートでは、当該光学単位の頂部における、ＩＳＯ１４
５７７－１に準拠して押し込み荷重３００ｍＮで測定される押し込み深さが、１５μｍ以
上である。
　なお、上記押し込み深さは、ＩＳＯ　１４５７７－１に準拠して（株）フィッシャー・
インストルメンツ製の微小硬さ試験機（商品名ＰＩＣＯＤＥＮＴＯＲ　ＨＭ５００、圧子
はダイヤモンド製の四角錐型、対面角９０°）で測定した値をいう。
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【００２７】
　このように、光学単位の頂部における特定の押し込み荷重での押し込み深さが一定以上
であることにより、当該光学単位の形状が優れた復元性を有し、かつ、傷付き難い。
【００２８】
　光学シートは、その作用機構から、光を光学機能発現部における屈折又は反射等の幾何
光学的作用によって変調させて、集光、拡散、屈折又は反射等の所望の機能を発現するプ
リズムシート又はレンズシート等と、光を光学機能発現部における回折等の波動光学的作
用によって変調させて、回折又は分光等の所望の機能を発現する回折格子又はホログラム
等に大別される。
【００２９】
　図１には、「稜線を有する凸状の光学単位」の代表例として、３角柱プリズムを示すが
、本発明に用いられる光学機能発現部としては、その他の例として、多角柱プリズム、レ
ンチキュラーレンズ、線状フレネルレンズ等のように、稜線が直線状に伸びた凸状の光学
単位を隣接して平行に複数配列した光学機能発現部に対して適用される。
【００３０】
　プリズムシートとしての光学機能発現部の具体的な形状（構造）を例示すると、三角柱
（図１参照）、四角柱、五角柱等の角柱状の単位プリズム（光学単位）をその稜線方向と
直交する方向に多数配列したもの（プリズム線状配列）等が挙げられる。角柱状の単位プ
リズムの場合、光学機能発現部の厚さＴ（図１に示すように凹凸形状の凸状頂部から透明
基材側の面までの長さ）は、その稜線方向で均一であっても良いし、均一でなくとも良い
。例えば、周縁部に近いほど高く、中央部に近いほどが低いというように稜線方向で異な
っていても良い。
【００３１】
　透明基材の平面の法線方向（以下、単に「厚さ方向」という。）を含み、且つ稜線方向
と直交する切断面、即ち主切断面における単位プリズムの形状は図１のように二等辺三角
形としても良いし、図示しないが不等辺三角形としても良い。
　厚さ方向の断面における三角形の単位プリズムの頂角の値は、４０～１２０°の範囲で
調節することができる。
【００３２】
　単位プリズムの頂部は図１のような尖った形状でも良いし、図示しないが厚さ方向の断
面の頂部近傍が曲率半径１～１０μｍの面取りされた鈍い頂点でも良い。厚さ方向断面の
単位プリズムの頂部がこのような鈍い頂点であれば、力学的及び幾何学的に頂部に集中す
る応力を分散させ、頂部の変形、欠け又は山潰れを低減乃至抑制し得る。
【００３３】
　レンズシートとしての光学機能発現部の具体的な形状の一例としては、半円柱又は半楕
円柱等の曲面柱状の単位レンズ（光学単位）をその稜線方向と直交する方向に多数配列し
たレンチキュラーレンズ、及び線状のフレネルレンズ等が挙げられる。
【００３４】
　光学機能発現部の厚さＴ（稜線方向で厚さが異なる場合は最大となる箇所の厚さ）は、
要求される性能に応じて適宜調節すれば良く、通常、２０～１０００μｍである。
【００３５】
　本発明の光学機能発現部は、要求される性能に応じて適宜、その光学単位の形状を選択
又は設定すれば良い。
【００３６】
　本発明の光学機能発現部は、動的粘弾性測定で測定される平衡弾性率を２．０×１０７

Ｐａ未満とすることができる。光学機能発現部の平衡弾性率は、より好ましくは、０．５
×１０７Ｐａ～１．７×１０７Ｐａ、さらに好ましくは０．８×１０７Ｐａ～１．７×１
０７Ｐａである。
　光学機能発現部の平衡弾性率を２．０×１０７Ｐａ未満とすることにより、本発明に係
る光学シートに優れた復元性を付与することができる。
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【００３７】
　光学機能発現部は、動的粘弾性測定で測定される損失弾性率（以下、単に「Ｅ”」とい
う。）と貯蔵弾性率（以下、単に「Ｅ’」という。）の比である損失正接（以下、単に「
ｔａｎδ」という。）の極大値を０．６～３．０にすることができる。光学機能発現部の
ｔａｎδの極大値は、より好ましくは０．７～３．０、さらに好ましくは０．８～２．０
である。光学機能発現部のｔａｎδの極大値を０．６～３．０とすることにより、光学機
能発現部のガラス転移温度（以下、単に「Ｔｇ」という。）を１０～４０℃、より好まし
くは１０～３０℃、さらに好ましくは１５～２８℃とすることができる。
　Ｔｇを上記範囲内とすることにより、光学機能発現部の光学単位の形状を変形させるも
のの磨耗性に優れたものとすることができる。
　なお、本発明では、引っ張り正弦波、周波数１Ｈｚにて測定したときの、損失正接（ｔ
ａｎδ）の極大値を示す温度をＴｇとし、８０℃における貯蔵弾性率（Ｅ’）を平衡弾性
率とする。
【００３８】
　ここで、上記平衡弾性率、ｔａｎδ及びＴｇは、動的粘弾性測定装置で測定することが
できる。当該動的粘弾性測定装置では、弾性に相当するＥ’、粘性に相当するＥ”、Ｅ”
とＥ’の比であって振動吸収性を反映するｔａｎδの温度依存性や周波数依存性等を測定
することができ、その測定結果により、光学機能発現部（光学単位の頂部）を構成する樹
脂硬化物の分子内構造に起因するＴｇや平衡弾性率等を評価できる。
　なお、動的粘弾性測定装置としては、エスアイアイ・ナノテクノロジー（株）製の商品
名粘弾性スペクトロメータ　ＤＭＳ６１００を挙げることができる。
【００３９】
　本発明の光学シートは、上記特定の物性を有することにより、当該光学シートの有する
光学機能発現部の形状が損なわれ難くなり、所望の形状を維持することができる。
　なお、本発明に係る光学シートの光学機能発現部の復元性は、後述する復元性評価で「
３」以上であることが好ましく、さらに好ましくは評価「４」以上であり、特に好ましく
は評価「５」である。
　本発明に係る光学シートの光学機能発現部の耐傷付き性は、後述する耐傷付き性評価で
「３」以上であることが好ましく、さらに好ましくは評価「４」以上であり、特に好まし
くは評価「５」である。
【００４０】
　本発明に係る光学シートが有する光学機能発現部は、（メタ）アクリル樹脂を含む活性
エネルギー線硬化性樹脂組成物（以下、単に「組成物」ということがある。）の硬化物か
らなる。
　なお、本発明において「活性エネルギー線」とは、可視光並びに紫外線及びＸ線等の非
可視領域の波長の電磁波だけでなく、電子線及びα線のような粒子線を総称する、活性エ
ネルギー線硬化性基を有する分子に架橋反応乃至重合反応を生じせしめるに足るエネルギ
ー量子を持った放射線が含まれる。活性エネルギー線としては、紫外線が好ましい。
【００４１】
　この（メタ）アクリル樹脂としては、従来公知の光学シート形成用の活性エネルギー線
硬化性基として、（メタ）アクリロイル基、（メタ）アクリロイルオキシ基を有する単官
能若しくは多官能のモノマー、プレポリマー（乃至オリゴマー）等を用いることができる
。
　単官能のモノマーとしては、例えば、特開２００９－３７２０４号公報に記載のビニル
モノマー、（メタ）アクリル酸エステルモノマー及び（メタ）アクリルアミド誘導体が挙
げられる。
　多官能のモノマーとしては、例えば、特開２００９－３７２０４号公報に記載のエチレ
ングリコールジ（メタ）アクリレート、ビスフェノールＡポリエトキシジオールジ（メタ
）アクリレート及びペンタエリスリトールトリ（メタ）アクリレート等が挙げられる。
　反応性プレポリマー（乃至オリゴマー）としては、例えば、特開２００９－３７２０４
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号公報に記載のエポキシ（メタ）アクリレート、ウレタン（メタ）アクリレート及びポリ
エステル（メタ）アクリレート等が挙げられる。
【００４２】
　本発明に係る光学シートの好適な態様では、活性エネルギー線硬化性樹脂組成物が、（
Ａ）活性エネルギー線硬化性基として（メタ）アクリロイル基を１個有するアクリル樹脂
及び／又はメタクリル樹脂（以下、単に「（Ａ）成分」ということがある。）、及び／又
は（Ｂ）活性エネルギー線硬化性基として（メタ）アクリロイル基を２個有するアクリル
樹脂及び／又はメタクリル樹脂（以下、単に「（Ｂ）成分」ということがある。）、（Ｃ
）ポリエーテル変性ジメチルポリシロキサン（以下、単に「（Ｃ）成分」ということがあ
る。）及び（Ｄ）一般式（１）で表わされる化合物（以下、単に「（Ｄ）成分」というこ
とがある。）を含み、かつ、当該（Ａ）及び（Ｂ）の合計質量が当該活性エネルギー線硬
化性樹脂組成物の全固形分質量に対して５０質量％以上であることが、光学機能発現部が
上述した特定範囲の押し込み深さを発現し易い点から好ましい。
　以下、これら（Ａ）～（Ｄ）成分について順に説明する。
【００４３】
（Ａ）活性エネルギー線硬化性基として（メタ）アクリロイル基を１個有する（メタ）ア
クリル樹脂
　（Ａ）成分は、活性エネルギー線硬化性基として（メタ）アクリロイル基を１個有する
（メタ）アクリル樹脂であり、ハロゲン原子、硫黄原子、酸素原子若しくは窒素原子等の
ヘテロ原子を含む鎖状の脂肪族又は環状の脂環式若しくは芳香族の（メタ）アクリル樹脂
であっても良く、例えば、上述した特開２００９－３７２０４号公報に記載の単官能の（
メタ）アクリル樹脂を用いることができる。
【００４４】
　（Ａ）成分は好ましくは、フェノキシエチル（メタ）アクリレート（別名（メタ）アク
リル酸２－フェノキシエチル）及び下記一般式（２）で表わされる化合物が挙げられる。
【００４５】
【化２】

　（一般式（２）中、Ｒ１及びＲ２は、それぞれ独立に水素原子又はメチル基であり、Ｘ
は、水素原子又は炭素数１～１０の鎖状の脂肪族炭化水素、脂環式炭化水素若しくは芳香
族炭化水素であり、ｋは２～６の整数である。）
【００４６】
　上記一般式（２）で表わされる化合物は、上記フェノキシエチル（メタ）アクリレート
と共に組成物中に含有されることにより、その組成物の硬化物である光学機能発現部に柔
軟性が付与され、光学機能発現部を傷付き難くし、かつ、光学機能発現部に外力が加わっ
て形状が変形した場合でも、元の形状に復元可能な復元性を付与することができる。
　上記一般式（２）において、ｋは２～６の正の整数であり、光学機能発現部の柔軟性を
高める観点から、好ましくは２、３又は４であり、さらに好ましくは２又は３である。
【００４７】
　（Ａ）成分は１種単独で用いても良いし、２種以上を組み合わせて用いても良い。
　（Ａ）成分は組成物の全固形分質量に対して、２０～５０質量％が好ましい。
　そして、組成物の全固形分質量に対してフェノキシエチル（メタ）アクリレートが、１
５～３０質量％であることが好ましく、２２～２７質量％であることがより好ましい。
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　また、組成物の全固形分質量に対して上記一般式（２）で表わされる化合物が、５～２
０質量％であることが好ましく、５～１５質量％であることがより好ましい。
【００４８】
　上記（Ａ）成分と後述する（Ｂ）成分は、その合計質量（（Ａ）＋（Ｂ））が組成物の
全固形分質量に対して５０質量％以上であることが好ましく、８５～９５質量％であるこ
とがより好ましい。当該合計質量を組成物の全固形分質量に対して５０質量％以上とする
ことにより、光学機能発現部が上述した特定範囲の押し込み深さを発現し易い。
【００４９】
（Ｂ）活性エネルギー線硬化性基として（メタ）アクリロイル基を２個有する（メタ）ア
クリル樹脂
　（Ｂ）成分は、活性エネルギー線硬化性基として（メタ）アクリロイル基を２個有する
（メタ）アクリル樹脂であり、ハロゲン原子、硫黄原子、酸素原子若しくは窒素原子等の
ヘテロ原子を含む鎖状の脂肪族又は環状の脂環式若しくは芳香族の（メタ）アクリル樹脂
であっても良く、例えば、上述した特開２００９－３７２０４号公報に記載の２官能の（
メタ）アクリル樹脂を用いることができる。
　（Ｂ）成分は好ましくは、下記一般式（３）で表わされる化合物が挙げられる。
【００５０】
【化３】

　（一般式（３）中、Ｒ１及びＲ３は、それぞれ独立に水素原子又はメチル基であり、ｎ
及びｍは、ｎ＋ｍ＝２～２０を満たす正の整数である。）
【００５１】
　上記化学式（３）で表わされる化合物は、上述したフェノキシエチル（メタ）アクリレ
ート及び一般式（２）で表わされる化合物と共に組成物中に含有されることにより、光学
機能発現部の柔軟性がさらに高まり、光学機能発現部の復元性を優れたものにすることが
できる。
【００５２】
　一般式（３）において、ｎ及びｍは、ｎ＋ｍ＝２～２０を満たす正の整数である。ｎ、
ｍの個々の値及び両者の組合せの例としては、例えば、ｍ＝１、ｎ＝１でｍ＋ｎ＝２、ｍ
＝３、ｎ＝１でｍ＋ｎ＝４、ｍ＝２、ｎ＝２でｍ＋ｎ＝４、ｍ＝６、ｎ＝４でｍ＋ｎ＝１
０、ｍ＝８、ｎ＝２でｍ＋ｎ＝１０、ｍ＝５、ｎ＝５でｍ＋ｎ＝１０、ｍ＝１２、ｎ＝８
でｍ＋ｎ＝２０、ｍ＝１０、ｎ＝１０でｍ＋ｎ＝２０等である。また、硬化物の柔軟性を
高める観点から、ｎ及びｍは、好ましくはｍ＋ｎ＝２～１２、さらに好ましくはｍ＋ｎ＝
４～１０となるように選ばれる。
【００５３】
　一般式（３）表わされる化合物の含有量は、組成物の全固形分質量に対して、２５～５
０質量％であることが好ましく、さらに３０～５０質量％であることが好ましく、特に３
５～４５質量％であることが好ましい。
【００５４】
（Ｃ）ポリエーテル変性ジメチルポリシロキサン
　（Ｃ）成分は、光学機能発現部に滑り性を付与し、光学機能発現部の凹凸形状に他部材
等が接触した際の外力が加わりを緩和する働きを有する。
　この他、非反応性の（Ｃ）成分は、組成物が硬化した際に、上記（Ａ）成分、（Ｂ）成
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分及び後述する（Ｄ）成分が架橋した網目状の組織の中で、当該網目の隙間を埋める働き
もしていると推測される。
【００５５】
　（Ｃ）成分は、重量平均分子量が５０００～２５０００であることが好ましい。
　このような（Ｃ）成分としては、例えば、下記一般式（４）で表わされる化合物が挙げ
られる。
【００５６】
【化４】

　（一般式（４）中、ａは１～５の整数、ｂは１～５の整数、ｃは１～３０の整数及びｄ
は１～７０の整数であり、かつ、ｃ≦ｄを満たし、Ｒ１及びＲ２はそれぞれ独立に水素原
子又は炭素数１～４のアルキル基である。）
【００５７】
　一般式（４）中、ａ、ｂ、ｃ及びｄが上記範囲を満たすことにより、高分子としての性
質を発現し、組成物における適度な溶解乃至分散性が得られ、光学機能発現部にレベリン
グ剤としての性質や滑り性を付与し易いという利点がある。
【００５８】
　（Ｃ）成分の市販品としては、例えば、ビックケミー・ジャパン（株）製の商品名ＢＹ
Ｋ－３０２、ＢＹＫ－３０７及びＢＹＫ－３３０並びに信越化学工業（株）製の商品名Ｋ
Ｆ－６１８及びＫＦ－６４０等が挙げられる。
　（Ｃ）成分の誘導体として、水酸基を導入したビックケミー・ジャパン（株）製の商品
名ＢＹＫ－３７７等も好ましく用いることができる。
【００５９】
　（Ｃ）成分の含有量は、組成物の全固形分質量に対して、好ましくは０．１～１質量％
であり、より好ましくは０．２～０．７質量％である。
【００６０】
（Ｄ）一般式（１）で表わされる化合物
　（Ｄ）成分は、下記一般式（１）で表わされる化合物（グリセリンエポキシトリアクリ
レート）であり、１分子内に３つの活性エネルギー線硬化性基を有するため、組成物の硬
化時に上記（Ａ）及び（Ｂ）成分との架橋可能であり、多くの架橋点を生じる働きを有す
る。
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　この他、（Ｄ）成分は、そのＣＨＯ－（ＣＨ２Ｏ－）２部分に由来した柔軟性を有する
。
　したがって、（Ｄ）成分は、光学機能発現部に、複数の架橋点及びＣＨＯ－（ＣＨ２Ｏ
－）２部分に由来した柔軟性による強靭性を付与する働きを有する。
【００６１】
【化５】

【００６２】
　（Ｄ）成分の市販品としては、例えば、ナガセケムテックス（株）製の商品名ＤＡ－３
１４が挙げられる。
【００６３】
　（Ｄ）成分の含有量は、組成物の全固形分質量に対して、好ましくは１～１０質量％で
あり、より好ましくは２～７質量％である。
【００６４】
　本発明の組成物には、上記成分以外に必要に応じて、シリコーン、酸化防止剤、重合禁
止剤、増粘剤、離型剤、帯電防止剤、紫外線吸収剤、消泡剤、溶剤、非反応性アクリル樹
脂、非反応性ウレタン樹脂、非反応性ポリエステル樹脂、顔料、染料又は拡散剤等も併用
することができる。
　なお、本発明の組成物は、通常、当該組成物中に含まれる上記必須成分と当該必須成分
以外の硬化後に光学シートのマトリクスを形成する成分の合計量が、当該組成物の全質量
に対して、通常、９０質量％以上となるように適宜調製される。
【００６５】
　（光拡散層）
　本発明に係る光学シートにおいては、必要に応じて光拡散機能を付与するために光拡散
層を設けても良い。
　光拡散層は、好ましく設けられる任意の層であって、光を拡散させる作用があればよく
、一般的な光拡散シートに形成されているものを用いることができる。
　例えば、光拡散性微粒子が透光性樹脂中に分散した層を適用できる。光拡散層は、透明
基材の光学機能発現部とは反対側の面に設けられていても良いし、透明基材と光学機能発
現部の間に設けられていても良い。
【００６６】
　光拡散層を構成する透光性樹脂としては、上記透明基材と同様の樹脂を挙げることがで
きる。
　また、光拡散性微粒子としては、一般的に光拡散シートに用いられる光拡散性の微粒子
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が用いられ、例えば、ポリメタクリル酸メチル系ビーズ、ポリメタクリル酸ブチル系ビー
ズ等のアクリルビーズ、ポリカーボネート系ビーズ、ポリウレタン系ビーズ、炭酸カルシ
ウム系ビーズ及びシリカ系ビーズ等が挙げられる。
　なお、光拡散層の厚さは、通常、１～２０μｍである。
【００６７】
　（光学シートの製造方法）
　本発明の光学シートは、上述した層構成を有する光学シートの大面積原反を、特定のバ
イアス角を有する形状に切り抜くことによって得られる。図２は、光学シートの大面積原
反から本発明に係る光学シートを切り抜く際の切断方向の一例を模式的に示す正面図であ
る。図２に示すように、光学単位の稜線１３Ｌと切断方向１７ａ、１７ｂ、１７ｃ、１７
ｄのなすバイアス角（斜線部）のうち最も角度が小さいものの角度θが２°≦θ≦４５°
となるように、切断方向１７ａ、１７ｂ、１７ｃ、１７ｄに沿って大面積原反１０’を長
方形形状に切り抜くことによって、図１に示すような本発明に係る光学シートが得られる
。
　本発明に係る光学シートは、各端縁と光学単位の稜線とがなすバイアス角のうち、もっ
とも角度が小さいバイアス角の角度θが２°≦θ≦４５°であることにより、端縁にバリ
やヒゲなどが生じにくい。これは、切り抜き工程において、切断具の刃と切断される光学
単位の斜面との接触点が点接触となり、刃全体と当該斜面とが同時に接触せず、漸次切断
されるので、斜面と刃の間にすべりやズレを生じにくいためであると考えられる。
　また、前記バイアス角は、最も小さいバイアス角の角度θが上記範囲内であれば、モア
レ防止の観点で好適な角度に調整することもできる。
【００６８】
　尚、本発明の光学シートの形状は、各端縁のバイアス角のうち最も角度が小さいものの
角度θを上記特定の範囲内にすることができれば特に制限されないが、通常は、矩形（長
方形、正方形乃至略矩形である。但し、光学シートの端縁にアセンブリのための切欠きや
はみ出し部分（タブ、ミミ等）があっても良い。また、補角関係にある隣接する２つの角
の角度差が小さい台形や平行四辺形であっても良い。
【００６９】
　本発明に係る光学シートの大面積原反の製造方法は、上記特定の押し込み深さが得られ
る方法であれば特に限定されず、従来公知の方法を用いることができる。例えば、特開２
００９－３７２０４号公報の図２に示すように、所望の光学機能発現部の形状の型に上述
した組成物を入れ、そこに透明基材を重ね、ラミネーター等を用いて透明基材をその組成
物に圧着し、紫外線等で組成物を硬化させ、光学機能発現部を形成する。次いで、光学機
能発現部の形状の型を剥離乃至除去することで、透明基材上に所望の凹凸形状を有する光
学機能発現部を備える光学シートが得られる。
【００７０】
　大面積原反を所定の形状に切り抜く方法としては、特に限定されないが、例えば、原反
を支持台上に載置し、プレス機構によってトムソン刃などの切り抜き刃を当接させて切断
する方法や、鋏（はさみ）やカッターナイフによる機械的切断が挙げられる。
【００７１】
　（光学シートの用途）
　本発明に係る光学シートは、例えば、液晶表示装置等のバックライトに用いられるプリ
ズムシート、プロジェクションテレビ等の投影スクリーンに用いられるフレネルレンズシ
ートやレンチキュラーシート等に用いることができる。本発明に係る光学シートはこれら
のいずれにおいても好適に用いることができるが、中でも液晶表示装置用バックライトの
プリズムシートとして好適に用いることができる。
【００７２】
　（面光源装置）
　本発明に係る面光源装置は、面光源の光放出面側に、上述した本発明の光学シートを備
えることを特徴とする。本発明に係る面光源装置は、本発明に係る光学シートを用いるた
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め、アセンブリ工程において、光学シートのバリやヒゲ等から生じる異物発生による歩留
まりの低下が防がれ、光学シートの傷等に起因する表示ムラの発生が抑えられる。本発明
に係る面光源装置に用いられる面光源としては、各種の仕様（形態）のものが使用でき、
特に制限は無い。従来公知の、いわゆる、エッジライト型、直下型、ＥＬ（電場発光）型
等の形態の面光源の光放出面側に上記の本発明の光学シートを載置して本発明の面光源装
置が構成される。
　図３は、本発明に係る光学シートを備える面光源装置の一例として、エッジライト型面
光源を用いた本発明に係る面光源装置の形態を示した模式的な断面図である。図３の面光
源装置２０は、導光板２１の光放出面２２側に、光放出面２２側から透明基材１１及び光
学機能発現部１２が設けられている。
　なお、図３の面光源装置２０は、導光板２１の少なくとも一つの側端面２３に設けられ
た光源２４から光が導光板２１内に入射され、光放出面２２から光が放出されるエッジラ
イト型面光源２６を用いたエッジライト型面光源装置である。
【００７３】
　導光板は、透光性材料からなる板状体である。図３の導光板２１は、左側の側端面２３
から導入された光を、上側の光放出面２２から放出するように構成されている。
　導光板は、従来公知の導光板とすれば良く、光学シートや透明基材と同様の透光性材料
で形成しても良い。
　導光板は通常、アクリル樹脂又はポリカーボネート樹脂で形成される。
　導光板の厚さは通常１～１０ｍｍであり、その厚さは全範囲で一定であっても良いし、
図３に示すように、一端側に光源２４を設ける場合は、光源２４を設ける側端面２３側が
最も厚く、側端面２３の反対側ほどに徐々に薄くなるテーパ形状であっても良い。
　導光板には、光放出面から光を放出させるために、その内部又は表面に光散乱機能が付
加されていることが好ましい。
【００７４】
　光源は、エッジライト型面光源装置の場合、その少なくとも１つの側端面から内部に光
を入射させるものであり、導光板の側端面に沿って配置される。
　光源としては、特に限定されず、冷陰極管等の線状光源を用いても良いし、白熱電球、
ＬＥＤ（発光ダイオード）等の点光源を側端面に沿ってライン状に配置しても良いし、小
形の平面蛍光ランプを側端面に沿って複数個配置するようにしても良い。
　光学単位の頂角が８０度未満の場合は、図示しないが図３の場合とは逆に、光学シート
１０の光学機能発現部１２側が導光板２１側に対峙する向きで配置される。
【００７５】
　導光板の光放出面とは反対側の面又は光放出面以外の面には、図３に示すように導光板
２１の光放出面２２とは反対側等から放出される光を導光板２１内に戻し、光放出面２２
から放出させるための光反射板２５が設けられていても良い。
　光反射板は、薄い金属板にアルミニウム等を蒸着したもの、又は、白色の発泡ＰＥＴ（
ポリエチレンテレフタレート）等が用いられる。
　尚、面光源装置としては、上記実施形態で用いたエッジライト型面光源装置に代えて、
直下型面光源装置、電場発光（ＥＬ）型面光源装置を用いることも出来る。
【００７６】
　（画像表示装置）
　本発明に係る画像表示装置は、画像表示装置本体の背面側に、上述した本発明に係る面
光源装置を配置していることを特徴とする。本発明の画像表示装置は、本発明の面光源装
置を備えるため、表示面に白点（白模様）等の表示ムラを生じさせることがなく、安定で
良好な表示性能を得ることができる。
　前記画像表示装置としては、例えば、画像表示装置本体として液晶セルを用いた液晶表
示装置が挙げられる。本発明において液晶セルとは、液晶化合物をガラス等により封入し
たモジュールをいい、偏光板又はカラーフィルター等のその他の部材が含まれたモジュー
ルであっても良い。
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【００７７】
　図４は、図３で示したエッジライト型の面光源装置を備えた液晶表示装置の一例を示し
た模式的な断面図である。図４に示す液晶表示装置３０は、液晶セル３１とその一面側（
背面（液晶表示装置における映像表示を観察する面とは反対側の面）側）に上記光学シー
ト１０を備えた面光源装置２０を備えている。
【００７８】
　液晶表示装置は、液晶セルの背面側に面光源装置（バックライト）を有する透過型の液
晶表示装置であっても良いし、外光による反射光の表示とともに背面側のバックライトに
よる表示の両方が可能な半透過型の液晶表示装置であっても良い。
【００７９】
　なお、本発明は、上記実施形態に限定されるものではない。上記実施形態は例示であり
、本発明の特許請求の範囲に記載された技術的思想と実質的に同一な構成を有し、同様な
作用効果を奏するものは、いかなるものであっても本発明の技術的範囲に包含される。
【実施例】
【００８０】
　以下、実施例を挙げて、本発明を更に具体的に説明するが、これらの記載により本発明
を制限するものではない。
【００８１】
　まず、以下の成分を混合して、光学機能発現部の材料となる組成物１及び組成物２を調
整した。
　（組成物１）
　フェノキシエチルアクリレート（サートマー社製の商品名ＳＲ３３９Ａ）：９質量部
　オルトフェニルフェノキシエチルアクリレート（別名アクリル酸２－（２－ビフェニリ
ルオキシ）エチル）：３６質量部
　ビスフェノールＡジアクリレート（一般式（３）においてｍ＝ｎ＝２、かつ、Ｒ１及び
Ｒ３が全て水素原子、共栄社化学（株）製の商品名ライトアクリレート　ＢＰ－４ＥＡ）
：８質量部
　ビスフェノールＡジアクリレート（一般式（３）においてｍ＝ｎ＝５、かつ、Ｒ１及び
Ｒ３が全て水素原子、ＭＩＷＯＮ社製の商品名ＭＩＲＡＭＥＲ　Ｍ２１００）：４２質量
部
　ポリエーテル変性ジメチルポリシロキサン（ビックケミー・ジャパン（株）製の商品名
ＢＹＫ－３７７）、一般式（４）において、ａ＝５、ｂ＝５、ｃ＝３０、ｄ＝１０、Ｒ１

及びＲ２がメチル基、重量平均分子量１０８００）：０．５質量部
　グリセリンエポキシトリアクリレート（上記一般式（１）、ナガセケムテックス（株）
製の商品名ＤＡ－３１４）：５質量部
　１－ヒドロキシシクロヘキシルフェニルケトン（チバ・ジャパン（株）製の商品名イル
ガキュア１８４）：３質量部
　リン酸エステル系離型剤（ＳＣ有機化学（株）製の商品名Ｃｈｅｌｅｘ　Ｈ－１８Ｄ）
：０．１質量部
【００８２】
　（組成物２）
　フェノキシエチルアクリレート（サートマー社製の商品名ＳＲ３３９Ａ）：１８．９質
量部
　イソボルニルアクリレート：８質量部
　４－アクリロイルモルホリン：５質量部
　ビスフェノールＡジアクリレート（一般式（３）においてｍ＝ｎ＝２、かつ、Ｒ１及び
Ｒ３が全て水素原子、共栄社化学（株）製の商品名ライトアクリレート　ＢＰ－４ＥＡ）
：１２質量部
　ビスフェノールＡジアクリレート（一般式（３）においてｍ＝ｎ＝１、Ｒ１が全てメチ
ル基、かつ、Ｒ３が全て水素原子、共栄社化学（株）製の商品名ライトアクリレート　Ｂ
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Ｐ－２ＥＭ）：２７質量部
　ビスフェノールＡエポキシジアクリレート（共栄社化学（株）製の商品名ＦＬＥＡ－Ｐ
ＯＡ、（全質量に対するビスフェノールＡエポキシジアクリレートの含有量４９質量％、
フェノキシエチルアクリレートの含有量５１質量％）、重量平均分子量２０００）：１６
．１質量部
　イソシアヌル酸トリアクリレート（ＥＯ３モル変性、東亞合成（株）製の商品名アロニ
ックス　Ｍ－３１５）：１３質量部
　１－ヒドロキシシクロヘキシルフェニルケトン（チバ・ジャパン（株）製の商品名イル
ガキュア１８４）：３質量部
　リン酸エステル系離型剤（ＳＣ有機化学（株）製の商品名Ｃｈｅｌｅｘ　Ｈ－１８Ｄ）
：０．０５質量部
【００８３】
（実施例１）
　図１に示すような光学機能発現部の凹凸形状が形成されたプリズム型に上記調製した組
成物１を塗工した後、厚さ１２５μｍのポリエチレンテレフタレート（ＰＥＴ）からなる
透明基材（東洋紡績（株）製の商品名Ａ４３００）を重ね、ラミネーターで当該ＰＥＴ透
明基材全面を組成物１に圧着した。
　次いで、水銀灯を用い、７８０ｍＪ／ｃｍ２でその組成物１に対して紫外線照射を行い
、多数の単位プリズムを有するプリズム部を硬化させ、ＰＥＴ透明基材と一体化させて光
学機能発現部を形成した。その後、上記プリズム型を剥離することによって、光学シート
の大面積原反を得た。
　ここで、光学機能発現部が有する光学単位（単位プリズム）の形状は、主切断面形状が
高さ２５μｍ、底辺５０μｍ、頂角９０°となる二等辺三角形の三角柱形状とした。また
、光学機能発現部は、各光学単位の稜線が互いに平行になるように複数の光学単位を配列
周期５０μｍで当該稜線と直交する方向に多数隣接して配列しているものであった。
　続いて、枠状にトムソン刃を備えた切断具を用いて、得られた光学シートの大面積原反
から、光学単位の稜線と切断方向（切断後の光学シートの端縁）のなすバイアス角のうち
、もっとも角度が小さいバイアス角の角度θが２°となるように、０．７５ｍ（横）×０
．４０ｍ（縦）の長方形を切り抜いて光学シートを得た。
【００８４】
（実施例２～６）
　もっとも角度が小さいバイアス角の角度θを表１に示すように変えたこと以外は、実施
例１と同様にして光学シートを得た。
【００８５】
（比較例１）
　切断後の光学シートの端縁（大面積原反の切断方向）と光学単位の稜線とが平行（バイ
アス角が０°）となるように、大面積原反から光学シートを切り抜いたこと以外は、実施
例１と同様にして光学シートを得た。
【００８６】
（比較例２）
　先ず、実施例１と同様にして得られた光学シートの大面積原反の光学機能発現部上に、
保護シート（厚さ３８μｍのポリプロピレン基材にゴム系粘着材をコーティングしたもの
）を貼合した。而かる後、切断後の光学シートの端縁（大面積原反の切断方向）と光学単
位の稜線とが平行（バイアス角が０°）となるように、大面積原反から光学シートを切り
抜いたこと以外は、実施例１と同様にして光学シートを得た。
【００８７】
（比較例３）
　組成物１の代わりに組成物２を用いて光学機能発現部を形成し、切断後の光学シートの
端縁（大面積原反の切断方向）と光学単位の稜線とが平行（バイアス角が０°）となるよ
うに、大面積原反から光学シートを切り抜いたこと以外は、実施例１と同様にして光学シ
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ートを得た。
【００８８】
（比較例４）
　光学単位の稜線と切断方向（切断後の光学シートの端縁）のなすバイアス角のうち、も
っとも角度が小さいバイアス角の角度θを１°としたこと以外は、実施例１と同様にして
光学シートを得た。
【００８９】
　（押し込み深さの測定）
　ＩＳＯ　１４５７７－１に準拠して、（株）フィッシャー・インストルメンツ製の微小
硬さ試験機（商品名ＰＩＣＯＤＥＮＴＯＲ　ＨＭ５００、圧子はダイヤモンド製の四角錐
型、対面角９０°）を用いて、押し込み荷重０．５ｍＮ時及び３００ｍＮ時の押し込み深
さを測定した。その測定結果を表１に示す。尚、比較例２で得られた光学シートは、保護
シートを剥離した状態で押し込み深さを測定した。
【００９０】
　各実施例及び各比較例で作製した光学シートのバリ・ヒゲ発生率並びに光学機能発現部
の復元性及び耐傷付き性を、下記の方法及び評価基準により評価した。評価結果を合わせ
て表１に示す。
【００９１】
（バリ・ヒゲ発生率）
　各実施例及び各比較例で得られた光学シートの端縁におけるバリ及びヒゲの発生状況を
目視にて観察した。
　作製した光学シートの枚数（加工数）のうち、バリの発生を目視にて認識できた枚数の
割合、即ちバリ発生率（％）と、作製した光学シートの枚数（加工数）のうち、ヒゲの発
生を目視にて認識できた枚数の割合、即ちヒゲ発生率（％）の合計を、バリ・ヒゲ発生率
（％）とした。
【００９２】
（復元性及び耐傷付き性）
　（評価方法）
　図５は、本発明における復元性及び耐傷付き性の評価方法を模式的に示した概略図であ
り、図５に示すように、耐摩耗試験機の可動盤１１０上に試験片である光学シート１０を
透明基材１１側が可動盤１１０側に位置するように設定し、当該試験片上に面積１２ｃｍ
２の偏光フィルム１２０を介して荷重部１３０に２．４５Ｎ（２５０ｇｆ）の荷重をかけ
た。そして、可動盤１１０を速度５ｍｍ／ｓで２０秒間、図５の矢印１４０方向に移動さ
せた時の光学機能発現部１２の頂部の状態を目視及び顕微鏡観察により評価した。
【００９３】
　試験片は、得られた光学シートを長さ１５０ｍｍ、幅４０ｍｍに切断したものを用いた
。尚、比較例２では、得られた光学シートを、保護シートを貼着した状態で前記大きさに
切断した後、当該保護シートを剥離したものを試験片として用いた。
　測定装置は、テスター産業（株）製の商品名ＡＢ－３０１　学振型摩擦堅牢度試験機を
用いた。
　偏光フィルムは、面積１２ｃｍ２の大日本印刷（株）製の商品名Ｈ２５を用い、マット
層側を試験片に向けて配置した。
　顕微鏡は、（株）キーエンス社製の商品名デジタルマイクロスコープ　ＶＨＸ－２００
Ｎを用いた。
　なお、荷重部の底面は外径２０ｍｍ、内径１０ｍｍのドーナツ状であり、底面積は２．
３６ｃｍ２である。
【００９４】
　（復元性評価）
・評価５：顕微鏡観察で形状の変形が確認されなかった。
・評価４：顕微鏡観察で形状の変形が確認されたが、バックライト上で目視によっては確
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認されなかった。
・評価３：バックライト上で目視により形状の変形が確認されたが、室温（２５℃）で１
０分以内に元の形状に復元した。
・評価２：バックライト上で目視により形状の変形が確認され、室温（２５℃）で１０分
以内に元の形状に復元しなかったが、３５℃に加熱した場合、５分以内に元の形状に復元
した。
・評価１：バックライト上で目視により形状の変形が確認され、３５℃で加熱しても５分
以内に元の形状に復元しなかったが、８０℃で１分加熱した場合、元の形状に復元した。
【００９５】
　（耐傷付き性評価）
・評価５：顕微鏡観察で傷が確認されなかった。
・評価４：顕微鏡観察で傷が１本確認されたが、バックライト上で目視では傷が確認され
なかった。
・評価３：バックライト上で目視により傷が２～３本確認された。
・評価２：バックライト上で目視により傷（スジ）が多数確認された。
・評価１：バックライト上で目視によりプリズム表面全面に削れた後が確認された。
　なお、復元性評価及び耐傷付き性評価において、顕微鏡観察は、顕微鏡の倍率を５００
倍の範囲内で適宜調節して行った。
【００９６】
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【表１】

【００９７】
　実施例１～６で得られた光学シートは、押し込み荷重０．５ｍＮで測定される押し込み
深さが０．６μｍ以上、又は、押し込み荷重３００ｍＮで測定される押し込み深さが１５
μｍ以上なので、復元性及び耐傷付き性が良好であった。また、最も小さいバイアス角θ
を２°～４５°の範囲内としたので、保護シートがなくても、バリ・ヒゲ発生率は少なか
った（０～２．７％）。
　比較例１で得られた光学シートは、ＩＳＯ１４５７７－１に準拠して押し込み荷重０．
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５ｍＮで測定される押し込み深さが２．８μｍであり、押し込み荷重３００ｍＮで測定さ
れる押し込み深さが２０．８μｍなので、復元性及び耐傷付き性は良好であった。しかし
、バイアス角を０°（光学単位の稜線と端縁が平行）としたため、保護シートがない状態
では、バリ・ヒゲ発生率が１３％と高かった。
　比較例２で得られた光学シートは、比較例１で得られた光学シートの光学機能発現部上
に保護シートを貼着した状態で切断したため、復元性及び耐傷付き性は良好であり、バリ
・ヒゲ発生率は１％と低かった。
　つまり、比較例１及び比較例２の光学シートは、凸状光学単位の復元性が大きいため、
保護シートがない比較例１では、バイアス角を０°とすると、バリ、ヒゲ発生率が高かっ
たが、保護シートを貼着した状態で切断した比較例２では、バイアス角が０°であっても
、バリ、ヒゲ発生の問題を生じなかった。
　比較例３で得られた光学シートは、押し込み荷重０．５ｍＮで測定される押し込み深さ
が０．３μｍであり、押し込み荷重３００ｍＮで測定される押し込み深さが１３．８μｍ
であったため、バイアス角を０°（光学単位の稜線と端縁が平行）としてもバリ・ヒゲは
発生しなかったが、復元性及び耐傷付き性に劣るものであった。尚、比較例３の光学シー
トは、凸状光学単位の復元性が小さいため、山潰れ等が起こりやすい従来の光学シートで
あるが、保護シートがなくても、バリ、ヒゲ発生の問題は元々ない。
　比較例４で得られた光学シートは、ＩＳＯ１４５７７－１に準拠して押し込み荷重０．
５ｍＮで測定される押し込み深さが２．８μｍであり、押し込み荷重３００ｍＮで測定さ
れる押し込み深さが２０．８μｍなので復元性及び耐傷付き性は良好であった。しかし、
最も小さいバイアス角を１°としたため、バリ・ヒゲ発生率が１０．９％と高かった。従
って、凸状光学単位の復元率を大きくすると、バイアス角が小さすぎる場合には、バリ、
ヒゲの発生を防止できないことがわかった。
【符号の説明】
【００９８】
１０　　光学シート
１０’　光学シートの大面積原反
１１　　透明基材
１２　　光学機能発現部
１３　　光学単位
１３Ｌ　稜線
１４　　頂部
１５　　斜面
１６ａ、１６ｂ、１６ｃ、１６ｄ　端縁
１７ａ、１７ｂ、１７ｃ、１７ｄ　切断方向
２０　　面光源装置
２１　　導光板
２２　　光放出面
２３　　側端面
２４　　光源
２５　　光反射板
２６　　面光源
３０　　液晶表示装置
３１　　液晶セル
１１０　可動盤
１２０　偏光フィルム
１３０　荷重部
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